
 

参考資料１ 

 

■蒲郡市地域公共交通の「維持・改善」のための取組みについて【指針構築】 

 

◆蒲郡市地域公共交通事業推進『指針』策定趣旨 

 

 蒲郡市地域公共交通総合連携計画において、利用者・市民・企業・交通事業者・行政等関係

者による各種地域協働の取り組みを展開することとした。 

具体的には、蒲郡市地域公共交通会議の下部組織として、（仮称）「地域連携」部会を設置し、

地域公共交通の確保維持に向けて必要とされる「関係者の連携のあり方を示す『指針』」の策定

を行い、地域住民のサポーター制度、免許返納者等に対する優遇制度、ルート上の商業者や病

院等の協賛制度（回数券購入等）などの公共交通を支える制度設計を構築する。また、利用促

進のためのＰＲイベント協力やバス停留所の清掃・ベンチの設置といったボランティア活動団

体の育成など、「地域連携」を進める仕掛け・取り組みなどの実施も想定することとした。 

これにより、「蒲郡市地域公共交通事業推進『指針』」をとりまとめることとする。 

 

○地域（利用者）・交通事業者・行政の役割分担・連携イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．「指針」の骨格として求められる事項 

 地域公共交通を維持・改善を行うためには、下記の３つの要素が重要である。 

 

○関係者の役割分担 

○地域公共交通に関する事業評価 

○利用促進策に関する取組みの推進 

 

 蒲郡市の「地域公共交通の事業推進に関する『指針』」の策定にあたり、上記３つの要素につ

いて国の動向や周辺自治体の取組み等を確認する。  

・運行委託 

・改善要望 

・利用・協力 

・運行サービスの提供 

・運営・運行のアドバイス 

・収支報告 

地域・利用者 

蒲郡市 
交通事業者 

サービスメニューの提案 

運行委託・政策目標 

・新規路線・改善案の提案 

・状況報告 

・運行支援 

・地域の検討補助 

・情報提供 

・・・・地域協議組織地域協議組織地域協議組織地域協議組織    

・・・・地域地域地域地域バスバスバスバス協議会協議会協議会協議会    

・・・・「「「「地域連携地域連携地域連携地域連携」」」」部会部会部会部会    
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２．地域公共交通に関する関係者の役割分担について 

 

 国土交通省「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた取組マニュアル」（平成 24 年３月）

において、各主体の各主体の役割分担について、下記のように整理している。 

 

○各主体の役割分担 

 都市部 地方部 

国 ・地域公共交通の確保・維持・改善のための制度・支援措置の充実 

・人材育成や情報提供の充実・強化 

・交通事業者等の紹介、調整等 

・複数の地域が関連する取組の調整等 

・技術開発の推進 

都道府県 ・市町村への取組支援等 

・国と市町村との調整等 

・複数の市町村が関連する取組における調整等 

市町村 ・都市部と地方部を含む地域全体の地域公共交通計画を策定し、交通事業者や地

域住民に意見を求め、意見の調整を行う 

・地域公共交通会議等の運営と、参加者間の意見の調整 

・広報周知やモビリティ・マネジメントの取り組みの実施 

・都市部と地方部を結ぶ結節点などの環境整備 

・運行経費の一部負担（運行委託、運行補助など） 

・積極的な情報の開示と関係者間での共有 

・交通事業者との連携による地域公共

交通マネジメント 

・ニーズ調査など 

・サービス水準の設定に関する交通事

業者との協議、意見調整 

・主体的な地域公共交通マネジメントの

取り組み 

・住民協議会（仮称）の運営補助 

・地域間の公平性や費用制約の観点から

のシステム構築 

交通 

事業者 

・市町村が策定した地域公共交通計画に対する提案と助言 

・市町村との協議を経て策定された地域公共交通計画に沿った事業運営 

・積極的な情報の開示と関係者間での共有 

・ニーズの把握、サービス改善や経費削減努力 

・安全・快適なサービスの提供 

・主体的な地域公共交通マネジメント

の取り組み 

・サービス水準の設定に関する市町村

への提案、意見調整 

・路線バスとの結節や全体ネットワーク 

を考慮したアドバイス 

・運行システム（ルート、ダイヤ）や法

令に関する助言 

地域住民 ・継続した利用促進の取り組み 

・地域公共交通マネジメントへの積極的な参加 

・クルマ利用に過度に依存したライフ

スタイルを自発的に見直し、継続的

・クルマ利用に過度に依存したライフス

タイルを自発的に見直し、できるだけ
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な公共交通利用促進の取り組み 

・市町村や交通事業者が行うニーズ調

査などに対する協力 

公共交通を利用する取り組み 

・住民の移動ニーズの把握、意見集約 

・市町村担当者との運行システム案の共

同作成や提案 

・住民協議会（仮称）の運営 

・運行経費の一部負担（協力金など） 

学識経験

者 

・多様なステークホルダーの意見を総合的にまとめ、地域にとってより良い方向

に進めるための提案を行い、計画全体をまとめる 

・技術的に必要な事項についての提案、助言など 

コンサル

タント 

・取組全体において、地域公共交通計画策定段階から関わり、地域住民のニーズ

把握、必要なデータ収集・分析、合意形成に関わる支援、計画づくりの支援、

社会実験の支援、本格実施の支援などを行う 

資料：国土交通省「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた取組マニュアル」（平成 24年３月） 

 

 

 当該マニュアルに示された役割分担をもとに蒲郡市における関係者間の役割分担を明確化し

ていくことが重要である。 
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３．地域公共交通に関する「事業評価方法」について 

 

 地域公共交通を「維持・改善」していくためには、適切な事業評価を行い、事業管理する仕

組み（PDCA サイクル）の導入が求められる。 

 国土交通省中部運輸局では、コミュニティバス等評価プログラム策定調査検討会を設置し「コ

ミュニティバスの事業評価の手引き」（平成 21 年 3 月）をとりまとめている。 

 

 「コミュニティバスの事業評価の手引き」で示すように、様々な指標があり、また、事業の

導入ケースによって、用いるべき指標との関係性がある。 

 

 蒲郡市のケースでは連携計画に基づく、支線路線の構築について、モデル地区の形原地区の

取組みを基本として評価するものであるため、「2.公共交通空白地対応」のケースが該当する。 

 また、「蒲郡市地域公共交通会議（蒲郡市）」が第三者的な立場で、形原地区の事業を継続し

て良いかどうかを評価する場合は、「6.行政補助等入のあるバス事業の評価対応」のケースも想

定される。 

 

 

 地域の取組を第三者的な立場の協議組織が評価する取組みを行っている事例としては浜松市

があり、蒲郡市での評価の仕組みは、浜松市の手法をベースに設定することが考えられる。 
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表２－１ 指標一覧表（定義・計測方法） 

主主主主なななな指標指標指標指標 定義例定義例定義例定義例 計測方法計測方法計測方法計測方法（（（（作業概要作業概要作業概要作業概要）））） 

認
知
度
 

認知率 住民における事業の認知割合 住民向けアンケート調査により、認知率を確認。 

利
用
状
況
面
 

利用者数 
利用者数の対前年（前月）比較（路
線別・路線網全体） 

路線別・路線網全体の乗降客数の推移を確認。 

１便当たりの利用者
数 

該当路線の便数に対する乗降客数 
路線毎の年間の乗降客数を年間便数で除して算
定。 

走行キロ当たりの利
用者数 

当該路線の特定区間（キロ）の利用
者数 

バス停間の利用者数を計測し、当該区間距離で
除して算定。 

平均乗車密度 
当該路線の特定区間における利用
者数（収入） 

特定区間の運賃収入を区間経費で除するケース
と、利用者数を走行距離で除するケースがある。 

地域住民の利用率 
該当路線の沿線住民における利用
率（路線別評価） 

沿線集落住民に対するアンケート調査により、
当該路線の利用実態を確認。集落単位での集団
ヒアリングを実施し確認する方法もあり。 

高齢者における利用
率 

同上の沿線住民を高齢者に置き換
えた指標 

商店街来場者等にお
ける利用率 

商店街等への来場者における鉄軌
道・バス利用者の割合 

来場者アンケート調査により交通行動を確認。 

費
用
効
率
面
 

収支率 
事業経費に対する運賃収入の割合 
収支率＝運賃収入／事業経費 

運行委託先との契約の中で、年間の事業経費と
運賃収入を確認し算定。路線別評価を行うため
には、路線別データの入手が必要。 

住民１人当たりの財
政投入額 

当該路線の沿線住民１人当たりの
財政投入額 

当該路線の財政投入額を沿線集落居住者数で除
して算定。 

利用者１人当たりの
財政投入額 

当該路線の利用者１人当たりの財
政投入額 

当該路線の１年間の財政投入額を年間利用者数
で除して算定。 

輸送量当たりの事業
経費 

全輸送量に対する事業経費額 
事業費を輸送量（定員×運行回数）で除して算
出。 

地
域
カ
バ
ー
面
 

バス停カバー率 

該当路線エリアのバス停から●ｍ
の圏域でカバーできる面積割合 

沿線集落の面積とバス停●ｍ圏域の面積を地図
から求積。 

人口を単位としてみた場合のカバ
ー率 

基本作業は同上。面積ではなく、人口・住宅戸
数を計測して算出。 

集落カバー率 
行政区域内の全集落の内、バス停が
設置されている集落の割合 

集落毎のバス停設置状況を確認。 

サ
ー
ビ
ス
対
象
面
 

高齢者等の外出回数
が増えた人の割合 

該当路線の沿線住民（高齢者）の外
出回数の変化 

住民基本台帳等から 65 歳以上を抽出しアンケ
ート調査を実施。利用実態を確認。集団ヒアリ
ングを実施し確認する方法もあり。 

高校生の公立高校へ
通学できる割合 

該当地域における高校生が、域内の
公立高校に通学できる割合 

名簿等から、対象者に対するアンケート調査等
により確認。 

満
足
度
 

サービス満足度 

利用者における下記指標に対して
満足と思う人の割合。運行頻度、ル
ート、バス停位置、待機施設、定時
性、運転手の対応、快適性、運賃他 

当該路線の利用者に対するアンケート調査によ
り、満足度を確認。 
評価を行うには、定期的な調査により、前回調
査結果との比較や指標間の比較を行う。 

事業満足度 

税金投入の理解度 

住民全体に対するバス事業を満足
と思う人の割合 
住民全体に対するバス事業への税
金投入を了承する人の割合 

住民向けアンケート調査により、満足度・理解
度を確認。 
評価を行うには、定期的な調査により、前回調
査結果と比較。 

特定施設への移動に
不便を感じている人
の割合 

当該路線の沿線住民における特定
目的施設へのアクセス性について
満足と回答する人の割合 

住民アンケート調査により、当該路線による特
定目的施設へのアクセス性評価。集落単位での
集団ヒアリングによる確認も可能。 

苦情発生件数 対象路線における年間の発生件数 意見箱、運行記録等から確認。 

乗
継
面
 

鉄軌道・コミバス等
の乗り継ぎ率 

バス利用者の内、鉄軌道との乗り継
ぎ利用をする人の割合 

利用者アンケート調査により、交通行動を確認。 
ICカードデータや鉄道駅前バス停での乗降客数
から推計も可能。 

乗換回数・時間、待
ち時間 

乗り継ぎにかかる回数・時間、乗り
継ぎのための待ち時間 

時刻表等で計測する場合、バス停での実際の計
測する場合がある。 

そ
の
他
 

定時性、遅れ時間 ダイヤとの乖離時間 バス停での計測。 

事故発生率 
安全性：事故の発生件数 
安全面に対する住民意識の変化 

年間の発生件数の確認。アンケート調査で「ま
ちを歩いている時の危険度」で確認も可能。 

CO2削減量 地球環境への負荷 定点での車種別交通量の推移から計測など。 
分担金・協賛金・広
告実績 

分担金・協賛金・広告等の金額・出
資者数とその推移 

分担金・協賛金・広告等の協力実績から確認。 

バス利用券の加盟店
数・購入配布実績 

商店街数に占める参画加盟店数の
割合。バス利用券の購入枚数。 

バス利用券の販売実績から確認。 

資料：国土交通省中部運輸局「コミュニティバスの事業評価の手引き」（平成21年3月） 

 



6 

 

表３－１ バス事業評価の８つのケース 

No ケースケースケースケース 地域特性地域特性地域特性地域特性・・・・想定想定想定想定ケースケースケースケース 考考考考えられるえられるえられるえられる事業目的事業目的事業目的事業目的 

１ 廃 止 代 替 対

応 

 

 

○路線バスが運行されている

全ての地域が該当。路線バス

事業者から廃止申出がなさ

れた場合の対応。 

○路線バスの廃止申出に対して、退出後

の路線確保を行う。 

○廃止申出を契機に、サービス提供先を

設定し、公共交通を提供する。 

２ 公 共 交 通 空

白地対応 

 

 

○もともと公共交通がない地

域や、路線バス等が廃止され

て公共交通がなくなった地

域が該当。これら公共交通空

白地域の解消を目指すケー

ス。 

○公共交通空白エリアを解消する。 

○移動制約者に対して公共交通を提供す

る。 

○適正な財政投入による公共交通の提供

を行う。 

３ 中 心 市 街 地

活性化対応 

 

※ 地 域 活 性

化対応 

 

○中心市街地の衰退問題を抱

える地域が該当。 

ニュータウンや観光地等を

含め、特定地域の活性化策と

してバス活用するケース。 

○中心市街地へのアクセス強化による中

心市街地・商店街の活性化を行う。 

○旧市街地・ニュータウン・観光地等に

おける地域活性化のために公共交通を

導入する。 

４ ネ ッ ト ワ ー

ク構築対応 

 

 

 

 

○鉄軌道、路線バス、コミュ

ニティバス等の複数の事業

主体による公共交通が運行

されている地域が該当。構築

した公共交通ネットワーク

を評価するケース。 

○公共交通の再編などによるネットワー

ク構築を行う。 

○公共交通空白地域の解消を目指す。 

○事業者間の競合のない（クリームスキ

ミングのない）ネットワークの構築を

目指す。 

○接続する鉄軌道等の利用者数を増や

す。 

５ 市 町 村 合 併

に よ る 事 業

統合対応 

 

 

 

 

○市町村合併が行われた地域

で、構成旧市町村それぞれで

考え方の異なる公共交通（バ

ス）が運行されている地域が

該当。 

 合併後、事業統合を行うケ

ース。 

○サービス格差の是正を行う（サービス

格差の内容としては、料金・頻度等だ

けでなく、公共交通空白地域の解消と

いった視点も想定される）。 

○路線の改編を契機として、サービス向

上、事業効率性など、地域で合意した

目標を達成する公共交通の構築を目指

す。 

６ 行 政 補 助 投

入 の あ る バ

ス 事 業 の 評

価対応 

 

 

○コミュニティバス、NPO 等

運営バス、路線バス等、行政

による財政投入されたバス

事業がある地域が該当。適正

な財政投入ができているか

確認するケース。 

○事業の運行趣旨（目的）をふまえた適

切な事業運営・継続・改善を行う。 

○事業性にも配慮する。 

 

７ 移 動 制 約 者

対応、目的・

機 会 確 保 対

応 

 

 

○コミュニティバス事業を展

開している・しようとする全

ての地域が該当。 

 想定している目的にあった

事業化ができているか事業

評価するケース。 

○高校生や高齢者等、想定する移動制約

者に対してあまねく対応できる公共交

通を提供する。 

○通院・通学等、特定目的施設に対して

住民が施設利用できる公共交通を提供

する。 

８ サ ー ビ ス 改

善対応 

 

○既に公共交通（バス）が提

供されている地域が該当。提

供しているサービス内容を

改善するケース。 

○自治体が運営する公共交通（バス）の

サービス・利便性の向上を目指す。 

 ここでサービスとは、利用者の視点を

考慮する。 

資料：国土交通省中部運輸局「コミュニティバスの事業評価の手引き」（平成 21 年 3 月） 
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表３－２ ８つのバス事業評価ケースと評価指標との関係性  

１１１１．．．． 

廃止代廃止代廃止代廃止代

替対応替対応替対応替対応 

２２２２．．．． 

公共交公共交公共交公共交

通空白通空白通空白通空白 

対応対応対応対応 

３３３３．．．． 

市街地市街地市街地市街地 

活性化活性化活性化活性化 

対応対応対応対応 

４４４４．．．． 

ネットネットネットネット 

ワークワークワークワーク 

対応対応対応対応 

５５５５．．．． 

市町村市町村市町村市町村 

合併対合併対合併対合併対

応応応応 

６６６６．．．． 

行政補行政補行政補行政補

助評価助評価助評価助評価

対応対応対応対応 

７７７７．．．． 

目的機目的機目的機目的機

会確保会確保会確保会確保

対応対応対応対応 

８８８８．．．． 

サービサービサービサービ

スススス改善改善改善改善

対応対応対応対応 

認
知
度
 

認知率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

利
用
状
況
面
 

利用者数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

１便当たりの利用者
数 

◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ 

走行キロ当たりの利
用者数 

○ ○ － ○ ○ ○ － － 

平均乗車密度 ○ ○ － ○ ○ ○ － － 

地域住民の利用率 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ － 

高齢者における利用
率 

○ ○ ○ － － ○ ○ － 

商店街来場者等にお
ける利用率 

－ － ◎ － － － － － 

費
用
効
率
面
 

収支率 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 

住民１人当たりの財
政投入額 

○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ 

利用者１人当たりの
財政投入額 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ － 

輸送量当たりの事業
経費 

○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ － 

地
域
カ
バ
ー
面
 

バス停カバー率 ◎ ◎ － ◎ ◎ － ○ － 

集落カバー率 ○ ◎ － ○ ○ － ○ － 

サ
ー
ビ
ス
対
象
面
 

高齢者等の外出回数
が増えた人の割合 

－ ○ － ○ ○ － ◎ － 

高校生の公立高校へ
通学できる割合 

－ ○ － ○ ○ － ◎ － 

満
足
度
 

サービス満足度 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 

事業満足度 

税金投入の理解度 
◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ 

特定施設への移動に不便を

感じている人の割合 
－ ◎ － － － － ◎ ○ 

苦情発生件数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ 

乗
継
面
 

鉄軌道・コミバス等
の乗り継ぎ率 

○ ○ － ◎ ○ － ○ － 

乗換回数・時間、待
ち時間 

○ ○ － ◎ ◎ － ○ － 

そ
の
他
 

定時性、遅れ時間 ○ ○ － ○ － ○ ○ ◎ 

事故発生率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － 

CO2削減量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － 

分担金・協賛金・広
告実績 

○ ○ ○ ○ ○ － － － 

バス利用券の加盟店
数・購入配布実績 

－ － ◎ － － － ○ － 

資料：国土交通省中部運輸局「コミュニティバスの事業評価の手引き」（平成21年3月） 
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４．利用促進策に関する主な取組み事例について 

 

 形原地区のコミュニティバスの利用促進対応は、地域住民の自由な創意工夫による取組みが

望ましい。 

 ここでは、地域の取組みを考えるにあたって参考となる取組み事例について、国土交通省中

部運輸局によりとりまとめられた「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた利用促進策事例

集」から、下記の事例を紹介する。 

 

 

事業場所 取組み内容 

三重県松阪市 ○地域の「協力と負担」を前提としたコミュニティバスの運行 

愛知県武豊町 ○「武豊町コミュニティバス利用促進友の会」による利用促進活動 

愛知県岡崎市 ○次回の「まちバス乗車券」をプレゼントする取組み 

三重県鳥羽市 ○地域公共交通の観光利用促進 

○高齢者向け路線バスの乗り方教室の実施 

静岡県富士宮市 ○バス停オーナー制度の導入による利用促進 

※抽出事例は別途相談 
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